
資料３ 本市の廃棄物行政のあゆみ 

3-1 

資料３ 本市の廃棄物行政のあゆみ 

本市の廃棄物行政のあゆみ 

 

年  月 内容 国等の動向 ごみの分け方 

明治 22 年 市制施行、塵芥処理事業開始  ①ごみ 

明治 33 年  汚物掃除法制定  

大正 11 年５月 
室町焼却場建設 

（昭和４年３月使用中止） 
  

昭和５年 収集を請負から市の直営に移行   

昭和８年８月 室町焼却炉竣工   

昭和 20 年 10 月 衛生課発足   

昭和 29 年  
汚物掃除法を全部

改正し、清掃法制定 
 

昭和 38 年４月 
松山市高速堆肥化処理場（コンポスト生

産）運転開始（昭和 46 年廃止） 
  

昭和 39 年４月 
衛生課を、公衆衛生課、環境衛生課に分離

（ごみ・し尿関係は環境衛生課） 
  

 
「危険物（ガラス・空缶）」の分別収集を

開始 
 

①ごみ、②危険物

（ガラス・空缶） 

昭和 41 年 11 月 
松山市清掃工場第 1 焼却炉（市坪町）竣工

（平成元年９月廃止） 
  

昭和 44 年 10 月 横谷山埋立地（食場町）使用開始   

昭和 45 年 12 月  

清掃法を全部改正

し、廃棄物の処理及

び清掃に関する法

律制定 

 

昭和 46 年４月 
ドラム缶方式からすべて袋方式に切り替

え、ステーション方式、委託収集を開始 
  

12 月 
久万ノ台長谷池埋立地（清掃工場の残灰処

理地）使用開始 
  

昭和 47 年４月 
松山市廃棄物の処理及び清掃に関する条

例制定 
  

昭和 48 年４月 
環境衛生課を、環境衛生課、清掃課に分離

（ごみ関係は清掃課） 
  

 粗大ごみの収集を開始  
①ごみ、②危険物、

③粗大ごみ 

昭和 49 年３月 松山市清掃工場第２焼却炉（市坪町）竣工   

４月 老朽化により室町焼却場の使用を廃止   

昭和 51 年４月 

「危険物（ガラス・空缶）」にプラスチッ

ク・紙・布・小型の陶磁器類を加え、名称

を「資源利用ごみ」に変更 

 

①一般家庭ごみ、 

②資源利用ごみ、 

③粗大ごみ 

９月 第１回市民大清掃を実施   

昭和 57 年４月 西清掃工場竣工   
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年  月 内容 国等の動向 ごみの分け方 

７月 
環境衛生課と清掃課を廃止し、清掃管理課

と清掃事業課を設置 
  

昭和 59 年６月 水銀ごみの回収（年４回）を開始  

①一般家庭ごみ、 

②資源利用ごみ、 

③粗大ごみ、 

④水銀ごみ 

昭和 61 年３月 横谷廃棄物最終処分場竣工   

昭和 62 年３月 
北条市清掃工場（北条クリーンセンター）

竣工 
  

平成３年４月  

資源の有効な利用

の促進に関する法

律制定 

 

平成４年４月 清掃事業課内に減量対策室を設置   

10 月 松山市廃棄物減量等推進審議会を設置   

11 月 松山市一般廃棄物処理基本計画を策定   

平成５年３月 
北条市一般廃棄物最終処分場（大西谷埋立

センター）竣工 
  

７月 

「ごみの正しい出し方モデル地区事業」を

開始（平成９年３月末まで実施） 

①吉藤１丁目、２・５丁目の一部 

②内浜町 

③平井町下刈屋 

④古川西３丁目 

 

モデル地区での出し方 

①可燃ごみ（一般家

庭ごみ）白色半透明

袋 

②資源利用ごみ（び

ん、缶、ガラス、金

物）透明袋 

資源利用ごみ（紙

製、布類）ひもでし

ばる 

③不燃ごみ（プラス

チック、陶磁器）透

明袋 

④危険物（カセット

ボンベ、スプレー缶

等）透明袋 

⑤粗大ごみ（布団、

座布団、カーペット

等） 

⑥水銀ごみ（乾電

池、蛍光灯、鏡）透

明袋 

11 月  環境基本法制定  

平成６年３月 南クリーンセンター竣工   

４月 
清掃事業課を、減量対策課と清掃事務所に

分離 
  

８月 清掃管理課の課名を清掃施設課に変更   
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７月 

「ごみの正しい出し方モデル地区」を新た

に設置（平成９年３月末まで実施） 

⑤湯の山ハイツ 

⑥労住協永木町東・西ハイツ 

⑦帝人今出社宅 

⑧松尾団地 

 

新モデル地区での出し方  

①可燃ごみ：白色半

透明袋 

②金物：透明袋 

③ガラス類：透明袋 

④紙布類：ひもでし

ばる 

⑤プラスチック類： 

透明袋 

⑥粗大ごみ 

⑦水銀ごみ：透明袋 

８月 松山市環境審議会条例施行   

12 月  環境基本計画策定  

平成７年３月 

松山市廃棄物の処理及び清掃に関する条

例を全部改正し、松山市廃棄物の減量及び

適正処理等に関する条例を制定 

  

６月  

容器包装に係る分

別収集及び再商品

化の促進等に関す

る法律施行 

 

平成９年４月 

市内一斉に７種 10 分別開始 

（「一般家庭ごみ」を「可燃ごみ」に改め

るとともに「資源利用ごみ」の細分化を実

施。また、ごみ袋の色指定を導入。） 

 

①可燃ごみ、 

②金物・ガラス類、 

③プラスチック類、 

④埋立ごみ、 

⑤水銀ごみ、 

⑥紙類、⑦粗大ごみ 

※ごみ袋の色 

①白色半透明袋、 

②～⑤：無色透明袋 

 

・減量対策課と清掃事務所を統合し、清掃 

総務課を設置 

・清掃施設課を南清掃業務課と西清掃業務 

課に分離 

  

平成 10 年４月 

保健所設置により、愛媛県から産業廃棄物

行政の移管を受け、南清掃業務課内に産業

廃棄物対策室を設置 

  

松山市ごみステーション設置指導要綱制

定 
  

６月  
特定家庭用機器再

商品化法制定 
 

平成 12 年４月 

・環境政策課を新設 

・清掃総務課が清掃課に課名変更 

・南清掃業務課と西清掃業務課を統合し、 

清掃施設課を設置 

・産業廃棄物対策室が課に昇格 
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５月 中核市に指定 

建設工事に係る資

材の再資源化等に

関する法律制定 

国等による環境物

品等の調達の推進

等に関する法律制

定 

 

６月  

循環型社会形成推

進基本法制定 

食品循環資源の再

生利用等の促進に

関する法律制定 

 

平成 13 年４月 
粗大ごみの収集方法をステーション方式

から戸別申込み収集方式に変更 
  

平成 14 年４月 

・環境事業推進課を新設 

・清掃施設課に清掃整備室を吸収 

・産業廃棄物対策課を廃止し、廃棄物対策 

課を新設 

  

 
事業系紙ごみのクリーンセンター搬入を

停止 
  

 事業系ごみのごみ袋を黄色半透明に指定   

７月 まつやま Re・再来館（りっくる）開設 

使用済自動車の再

資源化等に関する

法律制定 

 

平成 15 年３月 
中島町ごみ焼却場（中島クリーンセンタ

ー）竣工 
  

 松山市環境総合計画策定   

４月 
横谷廃棄物センターの埋立終了（３月末）

に伴い、横谷埋立センターの供用を開始 
  

 
埋立センターへのびん・缶・スチール製品

等の搬入を停止 
  

平成 16 年４月 
環境事業推進課のリサイクル業務等を環

境政策課、清掃課及び廃棄物対策課に移管 
  

 家庭系廃パソコンのリサイクルを推進   

11 月 中島リサイクルセンター竣工   

平成 17 年１月 北条市、中島町と合併   

平成 18 年４月 
家庭ごみの分別区分と収集回数等の変更

を実施 
 

①可燃ごみ、 

②金物・ガラス類、 

③プラスチック製

容器包装、④紙類、 

⑤埋立ごみ、 

⑥水銀ごみ、 

⑦粗大ごみ 

９月 北条クリーンセンター休止   
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平成 19 年８月 
NTT 西日本と、不法投棄監視カメラの電

柱添架に関する基本契約を締結 
  

９月 資源化物の集団回収モデル事業を開始   

11 月 

松山市医師会・愛媛県薬剤師会松山市部

と、在宅医療廃棄物の適正処理に関する協

定を締結 

  

平成 20 年４月 中島クリーンセンター休止   

６月  
ごみ処理基本計画

策定指針策定 
 

６月 

ごみ集積場所からの資源化物持ち去り対

策のため、６月議会へ条例の一部改正案を

提出（７月２日公布） 

  

平成 21 年１月 
資源化物の持ち去り行為防止対策のため

の条例を施行 
  

平成 23 年４月 

ペットボトルの排出方法を、プラスチック

製容器包装との混合排出から個別排出に

変更 

 

①可燃ごみ、 

②金物・ガラス類、

③ペットボトル、 

④プラスチック製

容器包装、⑤紙類、 

⑥埋立ごみ、 

⑦水銀ごみ、 

⑧粗大ごみ 

【８種 11 分別】 

平成 24 年４月  
第四次環境基本計

画策定 
 

７月 松山市廃棄物処理施設審議会条例施行   

８月  

使用済小型電子機

器等の再資源化の

促進に関する法律

制定 

 

平成 25 年３月 環境モデル都市に選定（内閣官房）   

４月 西クリーンセンター供用開始 

使用済小型電子機

器等の再資源化の

促進に関する法律

施行 

 

５月 第２次松山市環境総合計画策定 

第三次循環型社会

形成推進基本計画

策定 

 

６月 
 ごみ処理基本計画

策定指針改定 
 

９月 焼却灰のセメント原料化を開始   

平成 26 年３月 
 災害廃棄物対策指

針策定 
 

平成 27 年４月 
環境政策課と環境事業推進課を統合し、環

境モデル都市推進課を設置 
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11 月 小型家電のボックス回収を開始   

平成 28 年１月 

 廃棄物の減量その

他その適正な処理

に関する施策の総

合的かつ計画的な

推進を図るための

基本的な方針策定 

 

平成 28 年４月 
一般廃棄物収集運搬業の新規での許可申

請の受付を停止 
  

平成 30 年３月 松山市災害廃棄物処理計画策定   

６月 

 第四次循環型社会

形成推進基本計画

策定 

 

平成 31 年４月 
粗大ごみとして排出された小型家電のピ

ックアップ回収を開始 
  

令和元年５月 

 食品ロスの削減の

推進に関する法律

制定 

プラスチック資源

循環戦略策定 

 

令和２年７月 
 プラスチック製買

物袋の有料化開始 
 

10 月 
粗大ごみとして排出された自転車及び羽

毛布団のピックアップ回収を開始 
  

 

 


